予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
　　　　　　　 款：農林水産業費　項：林業費　目：森林研究費

款：衛生費　項：医務費　目：保健環境研究費
	事業名　試験研究機関受託研究実施事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　総合企画部研究開発課産学官連携係　電話番号：058-272-1111（内2487）

　　　　　　　E-mail： c11162@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　12,000千円（前年度予算額：11,747千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	11,747
	0
	0
	0
	0
	0
	11,747
	0
	0

	要求額
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000
	0
	0

	1月29日時点
査定額
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000
	0
	0

	決定額
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県内産業の技術向上・高度化・活性化のため、中小企業等では実施が困難な研究課題を県が受託して実施。
（２）事業内容

企業等が抱える研究開発に関する問題について、県試験研究機関が所有す　る、人材、機材及びノウハウを用いて有料で試験を行い、そのデータを提供。
（３）県負担・補助率の考え方

本事業の財源は全て諸収入（企業等の負担）による。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	賃金
	1,910
	受託研究を補助する雇員の賃金と共済費

	旅費
	1,830
	現地試験や打ち合わせのための職員の旅費

	需用費
	7,330
	実験資材や薬品、実験機械の燃料や電気料などの実験費用

	役務費
	240
	委託者との連絡、資料資材の輸送などの通信運搬経費

	使用料
	690
	受託研究に必要な機器などの使用料

	合計
	12,000
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県長期構想

	Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる


（２）過去の受託実績
	年　度
	件数
	備　　考

	平成21年度
	22件
	

	平成22年度
	21件
	

	平成23年度
	19件
	

	平成24年度
	12件
	

	平成25年度
	13件
	※H25.11.1現在


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
中小企業等では実施が困難な研究課題を、企業等から受託して県の試験研究機関が実施することで、県内産業の技術向上・高度化・活性化を図る。　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

中小企業等では実施が困難な研究課題を、企業等から受託して県の試験研究機関が実施する研究であり、企業等の経営判断、企業体力、製品開発意欲等に影響されるため、指標の設定は困難。


（前年度の取組）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
・平成２５年度に受託した研究課題
森林研究所
多雪地域における人工林の針広混交林化
森林研究所
林業害虫用薬剤の防除効果
生活技術研究所
学童机及び建具扉の品質評価
森林研究所
頁岩・亜炭のスギ・マタタビのさし木培土への利用
工業技術研究所
FSW接合活用における接合技術の確立
中山間農業研究所
カルタスの散布がトマト生育及び収穫量に及ぼす影響
生活技術研究所
長期間の座位姿勢においても身体に悪影響が無い椅子の開発
生活技術研究所
CNFとFRP廃材を利用した複合材及びｽﾓｰﾙﾊﾞｯﾁ生産ｼｽﾃﾑの開発
産業技術センター
ビタミンＣ強化もやし
生活技術研究所
ソファーの体圧分布測定
生活技術研究所
桧桐積層材の材料評価試験
情報技術研究所
航空機の飛行安全情報表示方式の評価
情報技術研究所
ツール形状データ作成システムのソフトウェア開発



（前年度の成果）

	平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
企業等が抱える課題を解決することで、企業等の技術力向上や新製品の開発等に貢献した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	中小企業等では実施が困難な研究課題を解決する事業であり、必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	企業等が抱える課題を解決することで、企業等の技術力向上や新製品の開発等に貢献し、事業の有効性は高い。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	受託研究は、研究課題毎に委託側の企業等との綿密な打ち合わせを行い実施しており、効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
試験機器の計画的な整備・更新により、企業等が求める研究を幅広く実施する。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・企業が抱える課題を解決し、新製品開発に貢献する等有益性が認められることから、今後も継続して事業を実施する必要がある。


（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらに


　お寄せください）


商工労働部産業技術課産学連携係　電話番号：058-272-1111(内 3049)


　　　　　 E-mail： � HYPERLINK "mailto:c11352@pref.gifu.lg.jp" �c11352@pref.gifu.lg.jp�








